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抄 録

保育所児の母親１９５名を対象に、理想子ども数と予定子ども数、およびそれらに影響

を及ぼす要因についてアンケート調査を行った。理想子ども数の平均値は２．６９人、予定

子ども数の平均値は２．４３人で、予定子ども数は理想子ども数を下回っていた。理想子ど

も数、理想数と予定数のズレを従属変数、その他２９の調査項目を独立変数とする重回帰

分析を行った結果、理想子ども数を減少させる要因として「育児に対するストレスがあ

る」「経済的なことへの不安」「子どもの病気・事故への不安」が抽出された。また、理

想数と予定数のズレを増加させる要因として、「フルタイム勤務」「結婚年齢」「子ども

への接し方の不安」などが抽出された。母親の理想子ども数を増やし、理想数と予定数

のズレを緩和するためには、今回抽出された要因を参考に適切な支援を行っていく必要

がある。
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１）本論文は、鈴木沙江子の平成１９年度健康科学大学健康科学部福祉心理学科卒業研究の一部を再分析し

たものである。

２）現所属：医療法人回生堂病院
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Ⅰ．はじめに

わが国の合計特殊出生率（１人の女性が１５歳～４９歳の間に産む子どもの数）は１９７１年

以降２．１６から減少を続け、２００５年には１．２６まで低下している１）。２００８年は１．３７とやや回

復を見せたが、現在の人口を維持するには２．０８前後の合計特殊出生率が必要とされてお

り、依然低い値であることに変わりはない。

合計特殊出生率を低下させている原因として、未婚化・晩婚化・既婚女性の出生率の

低下があることが指摘されている。平成１８年度「婚姻に関する統計」２）によると、婚姻

率は１９７１年をピークに急激に低下し、１９８０年代後半以降、低い婚姻率が継続している。

また、第１３回出生動向基本調査「結婚と出産に関する全国調査」３）によると、１９８７年（第

９回調査）の夫婦の初婚年齢は男性２８．２歳、女性２５．３歳であったのに対し、２００５年（第

１３回調査）では、男性２９．１歳、女性２７．４歳に上昇し、晩婚化が進んでいる。夫婦の最終

的な出生数である完結出生数も１９７０年代には、２．２０人前後で安定していたのに対し、

２００５年には２．０９人に減少している。

平成１７年版国民生活白書「子育て世代の意識と生活」４）によると、１９８０年代の合計特

殊出生率の低下は、結婚しない人が増えた事（未婚化・晩婚化）に起因するものであっ

たが、１９９０年代は、既婚女性の出生率の低下が大きく寄与しているという。既婚女性の

出生率低下の背景には、�母親が持ちたいと思う子どもの数の減少、�母親が持ちたい

だけの子どもを持てていない、という２つの異なる理由が存在していると考えられる。

夫婦にとっての理想的な子どもの人数（以下、理想子ども数）は、１９８７年の２．６７人以降

減少を続け、２００５年は２．４８人となっている３）。このような理想子ども数の減少にもかか

わらず、夫婦が実際に持つつもりの子どもの数（以下、予定子ども数）は、１９７７年以降、

理想子ども数を常に下回り続けている３）。

なぜ理想子ども数は減少しているのだろうか。なぜ予定子ども数は理想子ども数を下

回っているのだろうか。本研究では、理想子ども数と予定子ども数に影響を及ぼす要因

を明らかにすることを目的として、一児以上の子どもを設けている母親を対象にアン

ケート調査を実施した。第１３回出生動向基本調査３）によると、理想の子ども数を実現で

きない理由として母親（妻）が挙げた一番の理由は「子育てや教育にお金がかかりすぎ

るから」であり、「高齢で産むのはいやだから」「育児の心理的、肉体的負担」「自分の

仕事に差し支える」がそれに続いていた。そこで、本研究では、母親の年齢、仕事、心

理面などに関する調査項目を作成し、これらを独立変数、母親の「理想子ども数」、「予

定子ども数」、「理想数と予定数のズレ」を従属変数とする重回帰分析を行うことによっ

て、母親の理想子ども数と予定子ども数に影響を与える要因の解析を試みた。

Ⅱ．方 法

１．調査対象と調査方法

山梨県富士河口湖町の保育所園児の母親（夫あり）を対象とした。２００７年６月に保育
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所を通じてアンケート用紙を配布し、無記名、密封回収方式によって約１週間後に回収

した。アンケート用紙配布数４３４票に対して、回収数２６３票（回収率６０．６％）、有効回答

票数は１９５票（有効回答率７４．１％）であった。

２．調査項目

調査項目は、国立社会保障・人口問題研究所の２００２年「第１２回出生動向基本調査」６）

と、子持ちの既婚女性８名を対象とした予備調査を参考に作成した。本研究の分析に

は、全４５項目の中から「あったらよいと思う国の制度」などを除外した３１項目を用いた。

�基本属性について

調査対象者の年齢（本人年齢）、結婚期間、自分自身を含めた兄弟の数（自分の兄弟

の人数）について数値での回答を求めた。「本人年齢－結婚期間」を結婚年齢とした。

また、就業形態（フルタイム、パートタイム、専業主婦、その他）、親との同居の有無

についても択一式で回答を求めた。

�理想子ども数、予定子ども数について

理想子ども数、現在の子ども数、今後持てると思う子ども数について、数値での回答

を求めた。「現在の子ども数＋今後持てると思う子ども数」を予定子ども数とした。

�周囲からの援助について

育児への周囲からの援助について、「全く受けていない：１点」から「全面的に受け

ている：７点」の７件法での回答を求めた。調査項目は、「親による家事協力」「親によ

る育児相談」「親による育児協力」「親による経済的援助」「夫による家事協力」「夫によ

る家事援助」に関する６項目であった。

�出産・育児の意識について

出産・育児に関する意識について、「全く思わない：１点」から「全くそのとおりだ

と思う：７点」までの７件法での回答を求めた。調査項目は、「出産は辛かった」「子育

てによって自分の時間がなくなった」「育児にストレスを感じることがある」「自分の息

抜きはできている」「子どもの人数が多いと愛情を平等に与えられなくなる」「子どもに

は兄弟・姉妹がいたほうがよい」、「今後子どもを産むことに周囲の期待がある」「親か

ら愛情をもって育てられた」の８項目であった。また、「あなた自身は何歳まで子ども

を持てると思いますか」について数値での回答を求めた。

�育児の不安について

育児に関する不安について、「全く不安ではない：１点」から「ものすごく不安：７

点」までの７件法で回答を求めた。調査項目は、「子どもの病気・事故」「子どもを狙っ

た犯罪」「育児費・教育費」「経済的なこと」「相談相手がいない」「子どもへの接し方」

「子どもの将来」「自分の体力」の８項目であった。

３．分析方法

勤務形態と親との同居の有無の関係を検討するために、χ２検定を行った。また、理
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想子ども数、予定子ども数、理想数と予定数のズレと各調査項目との関係を明らかにす

るために、母親の「理想子ども数」、「予定子ども数」、「理想数と予定数のズレ」を従属

変数、３１の調査項目に基づく２９項目（表３参照）の得点を独立変数とする重回帰分析（強

制投入法）を行った。親との同居、勤務形態（フルタイム）、勤務形態（専業主婦）に

ついては、いずれも no を０、yes を１とするダミー変数とした。

解析には分析パッケージ StatView５．０（日本語版）を使用した。

Ⅲ．結果と考察

１．調査対象者の基本属性

調査対象者１９５名の基本属性を表１に示した。調査対象者は平均年齢３４．４７（２４－４５）

歳、平均結婚年齢２６．２５（１６－３７）歳、兄弟の数は平均２．６１（１－６）人であった。対

象者の勤務形態と親との同居の有無については表２に示した。対象者の勤務形態はパー

トタイムが最も多く（４２％）、フルタイム（２３％）と専業主婦（２７％）が同程度であっ

た。その他（８％）は自営業や農業であった。また、親と同居している人は３７％、親と

同居していない人は６３％であり、親との同居の有無には勤務形態による有意な差異は見

られなかった（χ２検定）。

２．理想子ども数と予定子ども数

理想子ども数の平均値は２．６９人、予定子ども数の平均値は２．４３人で、予定子ども数は

理想子ども数を下回っていた（表１）。理想数と予定数のズレの平均値は０．２７人であっ

た。理想子ども数と予定子ども数の分布（図１）を見ると、理想子ども数は３人と答え

た人が５８．５％で最も多く、次が２人で３２．８％であった。一方、予定子ども数では、２人

と答えた人が５４．９％で最も多く、３人と答えた人は３０．３％に留まった。理想子ども数と

予定子ども数のズレの分布（図２）を見ると、最も多かったのは、理想数と予定数が一

致している人（ズレ０人：４６．７％）であったが、予定数が理想数を下回る人のパーセン

テージも高く、理想数より予定数が１人少ない人（ズレ１人）が３７．４％、２人少ない人

（ズレ２人）が３．６％、あわせて４１％にのぼった。予定数が理想数を上回る人（ズレが

負の値）は、全体の１２．３％と少数派であった。

今回調査を行った富士河口湖町（旧河口湖町）の合計特殊出生率は、平成１４年の時点

で１．７２であり、同時期の国の合計特殊出生率１．３２と比較すると比較的高い出生率を保っ

ている５）。第１３回出生動向基本調査３）によると、２００５年平均理想子ども数は２．４８人、平均

予定子ども数は２．１１人であったが、今回の富士河口湖町における調査では理想子ども数

の平均は２．６９人、予定子ども数の平均は２．４３人であり、いずれも全国平均を大きく上

回っていた。このように全国平均と比較すると出生率、理想子ども数、予定子ども数が

高い富士河口湖町においても、平均予定子ども数は平均理想子ども数を下回っていると

いう事実は興味深い。
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表１ 調査に用いた項目と各項目の集計値（n＝１９５）

調査項目 回答方法 平均値 SD
最
小
値

最
大
値

最
頻
値

基本属性注）

本人年齢
数値で記入

３４．４７ ４．６１ ２４ ４５ ３２
自分の兄弟の人数 ２．６２ ０．８２ １ ６ ３
結婚年齢 （本人年齢ー結婚期間）で算出 ２６．２５ ３．６７ １６ ３７ ２７

理想子ども数と予定子ども数
理想子ども数 数値で記入 ２．６９ ０．６４ ０ ４ ３

予定子ども数
（現在の子ども数＋今後持てると
思う子ども数）で算出

２．４３ ０．８１ １ ６ ２

理想数と予定数のズレ
（理想子ども数ー予定子ども数）
で算出

０．２７ ０．８７ −３ ２ ０

周囲からの援助 １：全く受けていない
２：ほとんど受けていない
３：どちらかといえば受けていな
い

４：どちらともいえない
５：どちらかといえば受けている
６：かなり受けている
７：全面的に受けている

親による家事協力 ３．８３ ２．１３ １ ７ ６

親による育児相談 ４．８１ １．５９ １ ７ ５

親による育児協力 ４．８８ １．６７ １ ７ ６

親による経済的援助 ３．５２ １．９６ １ ７ １

夫による家事協力 ４．１２ １．８４ １ ７ ５

夫による育児協力 ４．９９ １．４２ １ ７ ５

出産・育児の意識
出産は辛かった

１：全く思わない
２：あまり思わない
３：どちらかといえば思わない
４：どちらともいえない
５：どちらかといえば思う
６：かなり思う
７：全くそのとおりだと思う

４．７１ １．９５ １ ７ ５

育児で自分の時間ない ５．４０ １．４５ １ ７ ６

育児にストレス感じる ４．５５ １．５６ １ ７ ５

息抜きできている ４．０５ １．５８ １ ７ ５

子どもの人数が多いと愛情を平
等に与えられない

２．６８ １．６３ １ ７ ２

子どもには兄弟がいたほうがよ
い

６．３５ ０．９３ １ ７ ７

出産に関する周囲の期待がある ２．９０ １．７３ １ ７ １

親から愛情を持って育てられた ６．０４ １．２０ ２ ７ ７

何歳まで子どもを持てるか 数値で記入 ３７．０１ ３．３６ ２４ ４５ ３５

育児の不安
子どもの病気・事故 １：全く不安ではない

２：あまり不安ではない
３：どちらかといえば不安ではな
い

４：どちらともいえない
５：どちらかといえば不安
６：かなり不安
７：ものすごく不安

５．６２ １．１６ ２ ７ ６

子どもを狙った犯罪 ６．１５ ０．９２ ２ ７ ７

育児費・教育費 ５．３９ １．２６ １ ７ ５

経済的なこと ５．２２ １．３８ １ ７ ５

相談相手がいない ２．５９ １．４１ １ ７ ２

子どもへの接し方 ３．４５ １．５１ １ ７ ５

子どもの将来 ４．２６ １．６５ １ ７ ５

自分の体力 ３．８３ １．７０ １ ７ ４

注）勤務形態、親との同居のデータについては 表２を参照
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表２ 調査対象者の勤務形態と親との同居の有無

親との同居
勤 務 形 態 合計

フルタイム パート 専業主婦 その他

同居 １３ ３３ １９ ７ ７２（３７％）

同居せず ３２ ４９ ３４ ８ １２３（６３％）

合計 ４５ ８２ ５３ １５ n＝１９５
（２３％） （４２％） （２７％） （８％）

図１ 理想子ども数と予定子ども数の分布

理想数と予定数のズレ
（理想子ども数－予定子ども数）

図２ 理想数と予定数のズレの分布
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３．理想子ども数、予定子ども数、理想数と予定数のズレに影響を及ぼす要因

理想子ども数、予定子ども数、理想数と予定数のズレに影響を及ぼす要因について明

らかにするために、理想子ども数、予定子ども数、理想数と予定数のズレを従属変数、

２９の調査項目の得点を独立変数とする重回帰分析を行った。解析に用いた調査項目の集

計値を表１、重回帰分析の結果を表３に示す。

�基本属性の影響

「自分の兄弟の人数」は、理想子ども数と予定子ども数に対する正の要因（β＝

０．１６、p＜０．０５、β＝０．１５、p＜０．１）として抽出された。すなわち、兄弟の多い家庭に

育った人は多くの子どもを持ちたいと思い、実際に多くの子どもの出産を予定している

ということである。このことから、近年の理想子ども数の減少には、少子化の進行によ

る一家族あたりの子どもの数の減少が影響を与えている可能性が考えられる。

「結婚年齢」は、予定子ども数に対する負の要因（β＝－０．２９、p＜０．０５）、理想数

と予定数のズレに対する正の要因（β＝０．２６、p＜０．０５）として抽出された。女性の出

産可能年齢には上限があるため、結婚年齢が遅いと予定子ども数が減少し、理想数と予

定数のズレがするのは当然の結果といえる。また、「フルタイム勤務」が、理想数と予

定数のズレに対する正の要因（β＝０．１７、p＜０．１）として抽出されたことから、フル

タイム勤務している人は専業主婦やパートタイム勤務の人と比べて、理想数と予定数の

ズレが大きいことがわかった。第１３回出生動向基本調査３）においても、理想の子ども数

を実現できない理由として、「自分の仕事に差し支える」が上位にあがっていた。出産

適齢期である２０代から３０代前半は、キャリア形成にとっても重要な時期であるため、

キャリア志向の女性は結婚や出産が遅れる傾向にあり、その結果として理想数と予定数

のズレが大きくなると考えられる。

�周囲からの援助の影響

親や夫からの家事・育児の援助は、理想子ども数、予定子ども数、理想数と予定数に

影響を及ぼす有意な要因として抽出されなかった。

�出産・育児の意識の影響

「育児で自分の時間ない」「子どもには兄弟がいた方がよい」「何歳まで子どもを持て

るか」は、理想子ども数に対する正の要因として抽出された（β＝０．２２、p＜０．０５、β

＝０．３５、p＜０．００１、β＝０．２５、p＜０．０５）。「子どもには兄弟がいた方がよい」という考

えによって、理想子ども数が増加するという結果は納得できるが、「育児で自分の時間

ない」と考える人や、高齢まで子どもを持てると考える人で理想子ども数が増加する原

因は不明である。「育児で自分の時間ない」「子どもには兄弟がいた方がよい」「何歳ま

で子どもを持てるか」は、理想数と予定数のズレに対する正の要因（β＝０．１８、p＜

０．１、β＝０．１８、p＜０．０５、β＝０．２０、p＜０．０５）としても抽出されたが、これは単に理

想子ども数に対する正の効果に付随して生じたものと考えられる。

理想子ども数に対する負の要因としては、「育児にストレス感じる」が抽出された（β

＝－０．２０、p＜０．０５）。すなわち、育児にストレスを感じると、持ちたいと思う子ども

母親の理想子ども数と予定子ども数に影響を及ぼす要因
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表３ 理想子ども数、予定子ども数、理想数と予定数のズレに関連する要因

n＝１９５ 理想子ども数 予定子ども数
理想数と予定数のズレ
（理想ー予定数）

独立変数
標準回帰
係数（β）

t 値
標準回帰
係数（β）

t 値
標準回帰
係数（β）

t 値

基
本
属
性

本人年齢 ０．０４ ０．３４ ０．２０ １．４８ －０．１６ －１．２２

自分の兄弟の人数 ０．１６ ２．４４* ０．１５ １．９０+ －０．０１ －０．２０

結婚年齢 －０．０１ －０．１２ －０．２９ －２．６４* ０．２６ ２．４９*

親と同居している＃ －０．０８ －１．０９ ０．０５ ０．６０ －０．１１ －１．３２

勤務形態（フルタイム）＃ ０．０４ ０．５１ －０．１５ －１．６７ ０．１７ １．９７+

勤務形態（専業主婦）＃ －０．０１ －０．１８ －０．１２ －１．４６ ０．１０ １．３０

周
囲
か
ら
の
援
助

親による家事協力 ０．０４ ０．３９ ０．１０ ０．７９ －０．０６ －０．５０

親による育児相談 －０．１２ －１．３９ ０．０５ ０．４８ －０．１４ －１．４１

親による育児協力 －０．０５ －０．４５ －０．１０ －０．８２ ０．０６ ０．４９

親による経済的援助 ０．０９ １．１８ －０．０４ －０．４０ ０．１０ １．１８

夫による家事協力 ０．０４ ０．４２ ０．０５ ０．４４ －０．０２ －０．１４

夫による育児協力 ０．１５ １．４４ ０．０５ ０．４６ ０．０６ ０．５３

出
産
・
育
児
の
意
識

出産は辛かった －０．０１ －０．１１ ０．０３ ０．３４ －０．０３ －０．４０

育児で自分の時間ない ０．２２ ２．５３* －０．０２ －０．２０ ０．１８ １．９０+

育児にストレス感じる －０．２０ －２．２１* ０．０４ ０．３９ －０．１８ －１．８７+

息抜きできている ０．０３ ０．４３ －０．１３ －１．４５ ０．１５ １．７０+

子どもの人数が多いと愛情を平等
に与えられない

－０．１１ －１．５３ ０．０５ ０．６０ －０．１３ －１．６１

子どもには兄弟がいたほうがよい ０．３５ ４．９９*** ０．０８ １．０３ ０．１８ ２．３７*

出産に関する周囲の期待がある －０．１０ －１．２３ ０．０９ ０．９６ －０．１５ －１．７７+

親から愛情を持って育てられた －０．１１ －１．５２ －０．０３ －０．４０ －０．０５ －０．６４

何歳まで子どもを持てるか ０．２５ ２．８４* －０．０２ －０．１７ ０．２０ ２．０８*

育
児
の
不
安

子どもの病気・事故 －０．１９ －２．１３* －０．１４ －１．３６ －０．０１ －０．１１

子どもを狙った犯罪 －０．０６ －０．７８ ０．０３ ０．２８ －０．０７ －０．８０

育児費・教育費 ０．５０ ３．５３*** －０．０１ －０．０９ ０．３８ ２．４７*

経済的なこと －０．３４ －２．４４* ０．１３ ０．８４ －０．３７ －２．４７*

相談相手がいない ０．０３ ０．３７ －０．０３ －０．３４ ０．０５ ０．５８

子どもへの接し方 ０．０５ ０．５１ －０．１４ －１．４４ ０．１７ １．７４+

子どもの将来 ０．０８ １．０１ ０．０６ ０．６９ ０．００ ０．０１

自分の体力 －０．０６ －０．７２ ０．００ ０．００ －０．０４ －０．４９

+p＜０．１、＊p＜０．０５、＊＊p＜０．０１、＊＊p＜０．００１＃：no＝０、yes＝１のダミー変数
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の数が減少するということである。この項目は理想数と予定数のズレに対する負の要因

（β＝－０．１８、p＜０．１）としても抽出されたが、これは理想子ども数に対する負の効

果に付随して生じた結果と考えられる。

「出産に対する周囲の期待がある」は、理想数と予定数のズレに対する負の要因（β

＝－０．１５、p＜０．１）として抽出された。この要因の影響は、理想数と予定数のズレに

特異的に見られたことから、出産に対する周囲の期待は理想数と予定数のズレを減少さ

せるように働くと考えられる。

�育児の不安の影響

理想子ども数に対する正の要因として、「育児費・教育費への不安」（β＝０．５０、p＜

０．００１）が抽出された。すなわち、育児費・教育費への不安が大きいほど理想子ども数

が多くなるということであるが、なぜこのような結果になるかは不明である。この項目

は、理想数と予定数のズレに対する正の要因（β＝０．３８、p＜０．０５）としても抽出され

た。第１３回出生動向基本調査３）によると、理想の子ども数を実現できない一番の理由は

「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」であった。「育児費・教育費への不安」に

よって理想数と予定数のズレが大きくなるという結果はこの報告と一致するが、単に理

想子ども数に対する正の効果を反映した結果である可能性も考えられる。

「経済的なことへの不安」は、理想子ども数に対する負の要因として抽出された（β

＝－０．３４、p＜０．０５）。すなわち、経済的な不安が大きいと理想子ども数が少なくなる

ということである。先行研究の結果から、経済的な問題は理想数と予定数のズレを増加

させると考えられたが、本研究において「経済的なことへの不安」は理想数と予定数の

ズレに対する負の要因（β＝０．３７、p＜０．０５）として抽出された。これは「経済的なこ

とへの不安」が理想子ども数に対して負の効果を及ぼすことにより、結果的に理想数と

予定数のズレが減少したためと考えられる。

「子どもの病気・事故への不安」は理想子ども数に対する負の要因（β＝－０．１９、p

＜０．０５）として抽出され、病気・事故への不安が大きいと理想子ども数が少なくなるこ

とがわかった。

「子どもへの接し方への不安」は、理想数と予定数のズレに対する正の要因（β＝

０．１７、p＜０．１）として抽出された。この要因の影響は、理想数と予定数のズレに特異

的に見られたことから、子どもへの接し方への不安は子どもを産み控えさせるように働

くと考えられる。

Ⅳ．まとめ

本研究では、母親の理想子ども数、予定子ども数、予定数と理想数のズレに影響を及

ぼす要因について検討することを目的として、「理想子ども数」「予定子ども数」「予定

数と理想数のズレ」を従属変数、その他２９の調査項目を独立変数とする重回帰分析を

行った。その結果、母親の理想子ども数を減少させる要因として、「育児にストレス感

じる」「子どもの病気・事故が不安」「経済的なことが不安」が抽出された。また、理想
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数と予定数のズレを増加させる要因として、「フルタイム勤務」「結婚年齢」「子どもへ

の接し方の不安」などが抽出された。

母親の理想子ども数を増やし、理想数と予定数のズレを緩和するためには、今回抽出

された要因を参考に、育児支援、小児医療制度の充実、出産・育児に対する経済的支援

など、適切な支援を行っていく必要がある。また、「結婚年齢の遅れ」が、産みたいだ

けの子どもを産めない大きな要因となっていることから、母親を対象とした支援だけで

はなく、「出産可能年齢を念頭に置いた上で、早期にライフプランを考えさせるような

教育」や、「出産適齢期で結婚・出産しても確実にキャリアパスを築いていけるような

システムの構築」など、若い女性対象とした対策も必要と考える。
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Abstract

A questionnaire was completed by 195 Japanese mothers of nursery school children

to examine the factors influencing the ideal and intended number of children. The

average intended number of children (m=2.43) was less than the average ideal number

of children (m=2.69). Multiple regression analysis was performed with the ideal number

of children, the intended number of children, and the difference between the ideal and

intended number of children as independent variables and 29 items as dependent

variables. The results of multiple regression analysis revealed that “parenting stress”,

“anxiety towerd money”, and “anxiety for illness and accidents with their own children”

were significant negative factors influencing the ideal number of children, and that “full-

time job”, “marriage age”, and “anxiety for communication with their own children”

were significant positive factors for the difference between the ideal and intended

number of children. Greater social support is needed to increase “the ideal number of

children” and to decrease “the difference between the ideal and intended number of

children” for mothers.

Key words：declining birth rate

fertility rates

the ideal number of children

the intended number of children
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